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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日)

１ 会計処理基準に関する事項の変更 

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)を第

１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）に変更している。 

 なお、この変更により、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微である。 

(2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成 

18年５月17日 実務対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用している。 

 この適用により、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える

影響はない。 

(3)リース取引に関する会計基準の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ていたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３

月30日 企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成６

年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早期

適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっている。 

 (借手側) 

 リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によってい

る。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用している。  

(貸手側) 

 ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上す

る方法によっている。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、期首に前連

結会計年度末における固定資産の減価償却累計額控除後の額で契約したものとして、リース投資資産に計上す

る方法によっている。 

 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結会計期間末においてリース投資資産が流動

資産(受取手形・完成工事未収入金等)に128億90百万円計上され、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微である。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日)

１ 固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

定する方法によっている。 

 

２ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用することとしている。   

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日)

１ 税金費用の計算 

当第２四半期連結会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用している。 

 なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示している。 

 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日)

１ 有形固定資産の耐用年数の変更 

  当社及び国内連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度法人税法の改正を契機として、機械 

 装置の耐用年数について見直しを行い、第１四半期連結会計期間より改正後の法人税法に基づく耐用年数を適用し 

 ている。 

  なお、この変更により、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与え 

 る影響は軽微である。 

２ 投資損失引当金の計上 

  投資に対する損失への対応を図るため、財務健全性の観点から、必要額を計上することとしたものである。 

  なお、投資損失引当金は、当該資産の金額から直接控除している。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  
当第２四半期連結会計期間末

(平成20年９月30日)
前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額  31,826百万円
 

 有形固定資産の減価償却累計額  63,129百万円

※２ 国庫補助金による圧縮記帳額は、建物１百万円、

機械装置129百万円であり、四半期連結貸借対照表計

上額はこの圧縮記帳額を控除している。 

国庫補助金による圧縮記帳額は、建物１百万円、

機械装置129百万円であり、連結貸借対照表計上額は

この圧縮記帳額を控除している。 

 

※３ リース資産から直接控除したリース資産処分損失

引当金は、次のとおりである。 

 
4百万円

 

リース資産から直接控除したリース資産処分損失

引当金は、次のとおりである。 

 
882百万円

 

※４ 有価証券は投資損失引当金を275百万円、投資有価

証券は投資損失引当金を96百万円、それぞれ控除し

て表示している。 

―――――――

 ５ 偶発債務については、次のとおり債務の保証を行

っている。 

(1)三菱ＵＦＪ信託銀行㈱他２行 

九電工共済会(当社の福利厚生団体) 

 
(2)㈱三井住友銀行 

 
(3)㈱みずほコーポレート銀行 

 
(4)日本政策投資銀行 

借入契約 43百万円

九州電工ホーム㈱顧客 

借入連帯保証 0百万円

渥美グリーンパワー㈱ 

借入保証 1,203百万円

長島ウインドヒル㈱ 

借入保証 560百万円

計 1,806百万円

偶発債務については、次のとおり債務の保証を行

っている。 

(1)三菱ＵＦＪ信託銀行㈱他２行 

九電工共済会(当社の福利厚生団体) 

 
(2)㈱三井住友銀行 

 
(3)㈱みずほコーポレート銀行 

 
(4)日本政策投資銀行 

借入契約 75百万円

九州電工ホーム㈱顧客 

借入連帯保証 0百万円

渥美グリーンパワー㈱ 

借入保証 1,246百万円

長島ウインドヒル㈱ 

借入保証 560百万円

計 1,882百万円

 ６ 受取手形裏書譲渡高         40百万円 受取手形裏書譲渡高         73百万円 

 

 ７ （当社借手側） 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要

取引金融機関と貸出コミットメント契約を締結して

いる。 

当第２四半期連結会計期間末における貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高は次のとおりであ

る。 

 

（当社貸手側） 

当社は、ＰＦＩ事業会社(４社)への協調融資にお

ける劣後貸出人として同４社と劣後貸付契約を締結

している。 

なお、貸出コミットメントの総額は74百万円であ

るが、当第２四半期連結会計期間末における実行残

高はない。 

貸出コミットメントの総額 15,000百万円

借入実行残高 7,000百万円

差引額 8,000百万円

 

 

（当社借手側） 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要

取引金融機関と貸出コミットメント契約を締結して

いる。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高は次のとおりである。 

 

（当社貸手側） 

当社は、ＰＦＩ事業会社(４社)への協調融資にお

ける劣後貸出人として同４社と劣後貸付契約を締結

している。 

なお、貸出コミットメントの総額は74百万円であ

るが、当連結会計年度末における実行残高はない。 

貸出コミットメントの総額 15,000百万円

借入実行残高 7,000百万円

差引額 8,000百万円
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(四半期連結損益計算書関係) 

  

第２四半期連結累計期間 

 
  

第２四半期連結会計期間 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日)

※１ このうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。 

 従業員給料手当          3,880百万円 

  退職給付費用            281百万円 

  貸倒引当金繰入額          545百万円 

  減価償却費             349百万円 
 

 ２ 当社グループの売上高は、主たる事業である設備工事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上

高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動がある。 

 

※３ 前期損益修正益のうち主なものは、次のとおりである。 

 貸倒引当金戻入額           715百万円 
 

※４ 「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」は一括して記載している。 
 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日  至 平成20年９月30日)

※１ このうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。 

 従業員給料手当          1,883百万円 

  退職給付費用            145百万円 

  貸倒引当金繰入額          318百万円 

  減価償却費             158百万円 
 

 ２ 当社グループの売上高は、主たる事業である設備工事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上

高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動がある。 

 

※３ 前期損益修正益のうち主なものは、次のとおりである。 

 貸倒引当金戻入額           683百万円 
 

※４ 「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」は一括して記載している。 
 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金預金勘定 13,338百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △686百万円

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資（有価証券） 
30百万円

現金及び現金同等物 12,682百万円
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日

至 平成20年９月30日) 
  
１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はない。 

  

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
    

  

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 83,005,819

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,533,387

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月27日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 372 ５ 平成20年３月31日 平成20年６月９日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年10月31日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 372 ５ 平成20年９月30日 平成20年12月１日
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

 
  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 
  
(注)１ 事業の区分は、日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

   ２ 各事業の区分に属する主要な事業の内容 

     設備工事業   ： 配電線工事及び建築設備工事全般に関する事業 

      リース事業   ： 自動車・ＯＡ機器・情報通信機器等のリース事業 

      その他の事業   ： 不動産販売事業、電気及び空調管機器販売事業、ソフトウェア開発事業、 

                  運送事業、風力発電事業、人材派遣事業、遠隔画像診断支援サービス、 

                 ゴルフ場経営等 

   ３ 会計処理基準に関する事項の変更 

 (1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

     「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第 

    ９号）を第１四半期連結会計期間から適用している。 

     これに伴う、当第２四半期連結累計期間における各セグメントの営業利益に与える影響は軽微であ 

    る。 

 (2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

     「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会 

    平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用している。 

     これに伴う、当第２四半期連結累計期間における各セグメントの営業利益に与える影響はない。 

 (3) リース取引に関する会計基準の適用 

     「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３ 

    月30日 企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員  

       会 平成６年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期連  

       結会計期間から早期適用している。 

     これに伴う、当第２四半期連結累計期間における各セグメントの営業利益に与える影響は軽微であ 

    る。   

   ４ 有形固定資産の耐用年数の変更 

  当社及び国内連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度法人税法の改正を契機とし  

 て、機械装置の耐用年数について見直しを行い、第１四半期連結会計期間より改正後の法人税法に基づく 

 耐用年数を適用している。 

  これに伴う、当第２四半期連結累計期間における各セグメントの営業利益に与える影響は軽微である。 
  

設備工事業 
(百万円)

リース事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

62,193 1,862 1,729 65,785 ― 65,785

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

76 678 5,207 5,963 (5,963) ―

計 62,269 2,541 6,937 71,748 (5,963) 65,785

営業利益 2,031 127 65 2,224 (156) 2,067

設備工事業 
(百万円)

リース事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

102,457 3,906 3,174 109,538 ― 109,538

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

197 1,364 9,038 10,601 (10,601) ―

計 102,655 5,270 12,213 120,140 (10,601) 109,538

営業利益 1,993 155 88 2,236 (102) 2,134
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【所在地別セグメント情報】 

 当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

 当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 
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(有価証券関係) 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  (注) 当第２四半期連結累計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて368百万円減損処理を行っ

    ている。 

     なお、減損にあたっては、第２四半期連結会計期間末における時価が、取得原価の30％以上下落したもの 

     を「著しく下落した」ものとしており、 原則として50％程度以上下落したものについては、回復する見込が

        ないものとして減損処理を行っている。また、30％以上50％未満下落したものについては、回復可能性の判 

        定を行い、減損処理の要否を決定している。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

  

複合金融商品関連 

 
  

取得原価
(百万円)

四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

①株式 13,236 9,830 △3,406
②債券

 その他 2,900 2,707 △193
③その他 1,051 811 △240

合計 17,189 13,349 △3,840

種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

債  券 783 669 △ 113
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 
  
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため記載していない。 

   ２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

1,131.77円 1,122.51円

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成20年９月30日)
前連結会計年度末    
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 85,122 84,528

普通株式に係る純資産額(百万円) 84,285 83,639

差額の主な内訳(百万円) 
 少数株主持分 836 888 

普通株式の発行済株式数(千株) 83,005 83,005

普通株式の自己株式数(千株) 8,533 8,494

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

74,472 74,511

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 19.63円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

１株当たり四半期純利益 18.80円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日  
 至 平成20年９月30日)

四半期純利益(百万円) 1,461 1,399

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,461 1,399

普通株式の期中平均株式数(千株) 74,495 74,484
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(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

  

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。 

 
(注)平成20年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。 

  

２【その他】

(1) 決議年月日 平成20年10月31日

(2) 中間配当金総額 372百万円

(3) １株当たりの額 ５円

(4) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月１日
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平成20年11月７日

株式会社九電工 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社九電工の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社九電工及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  奥  村  勝  美  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  柴  田  祐  二  ㊞ 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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